
第1回 グループホーム火災を踏まえた対応策に  

ついての3省庁緊急プロジ工クト  

一  議事次第  

平成22年3月16日（火） 柑：30～19：30  日 時  

厚生労働省 専用21会議室（17階）  場 所  

○・消防用設備等についての緊急点検調査  

○ 対応策のあり方（補助対象など）  
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ひと、くらし、Jjらいのために  

厚生労働省  p．essReIease  

平成22年3月14日   

照会先  

老健局高齢者支援課  

認知症・虐待防止対策推進室  

室  長 千葉 登志雄  

室長補佐 田仲 教泰  

電話：03－5253－1111（内線3868、3869）  

FAX：03－3595－3670  

報道関係者各位  

札幌市の認知症高齢者グループホーム火災について   

平成22年3月13日未明の北海道札幌市の認知症高齢者グループホームにおける火災  

について、現時点の厚生労働省の対応状況をお知らせ致します。   



平成 22 年 3 月14 日  

厚生労働省老優局高齢者支援課  

認知症・虐待防止対策推進室  

札幌市の認知症高齢者グループホーム火災について  

1．札幌市からの報告（3月13日）  

【グループホームの概況】  

グループホーム みらい とんでん  

有限会社みらい25  

木造2階建て（248．43nて）  

平成17年12月27日  
9名（平成22年3月1日現在）  

名称  

開設主体  

構造  

指定年月日  

入居者  

※ 以下の要介喜空音は平成20年12月8日  

要介喜望1 2名、要介言空2 1．名、要介喜望3 3名、  

要介喜望4 1名、要介喜望5 2名   

職員数  10名（常勤6名、非常勤4名（常勤換算1．7名）   

管理者  笠井雅子（平成21年9月配置）   

建築年月日  昭和63年6月建築申請 平成17年12月改築   

防災安全対策   自動火災報知設備 未設置  

火災通報装置  未設置  

消火器  4本設置  

※ スプリンクラー設備の設澤対象施設（275「ポ以上）に該当せず（火  

災報知設備の設置については消防法施行竃の規定上、猶予期間中）   

市による実地指導：平成20年7月18日  

※ 開設以来、避難訓練がなされておらず、非常災害対策に関する具体  

的計画がない点について指導  

【出火概況】   

出火日時 ：平成22年3月13日（士）午前2時25分頃、  

6時3分鎮火  

調査中  

調査中  

9名  

死者7名、重傷1名（従業員）、軽傷（入所者）  

調査中  

全焼（焼損面積227「ポ）（他に一般住宅1棟で部分延焼）   

出火箇所  

出火原因  

荘災人員  

死傷者  

搬送状況  

焼損程度  



2 厚生労働省の対応  

○ 平成22年3月13日  

・北海道厚生局職員4名を現状把握のため、災害現場・札幌北警察  

署・札幌北消防署に派遣。  

「認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制の徹底につ  

いて」（事務連絡）を各自治体等に発出（別添）  

○ 平成22年3月14日   

・厚生矧動省老健局職員を災害現地・北極道厚生局・札幌市保健福祉  

局、札幌北警察署・札幌北消防署に派遣  

認知症高齢者グループホーム等の防火安全体制の徹底について福  

祉関係各団体に改めて周知予定  

汗1．一一   





事 務 連 絡  

平成22年3月13日  

各都道府県・政令指定都市・中核市   

介護保険主管部局 御中  

厚生労働省老健局高齢者支援課  

認知症・虐待防止対策推進室  

認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制の徹底等について   

本日3月13日未明、北海道札幌市の認知症高齢者グループホームにおける  

火災の発生により、7名の入居者が死亡し、2名の入居者等が負傷するという  

痛ましい事故が発生しました。  

平成18年1月の長崎県大村市認知症高齢者グループホーム火災をふまえ、平  

成18年1月10日付け雇児総発第0110001号、社援基発第0110001号・障企発  

第0110001号■老計発第110001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、  

社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部企画課長、老健局計  

画課長通知「認知痘苗齢者グループホーム等における防火安全体制の徹底等に  

ついて」により、防火安全体制の徹底等をお願いしてきたところですが、多数  

の人的被害を伴う火災が発生したことは誠に遺憾です。   

あらためて認知症高齢者グループホームにおいて、防火体制及び万一火災が  

発生した場合の消火・避難・通報体制を確保する等、防火安全対策に万全を期  

すよう、管内市町村及び介護保険事業所等への周知徹底をお願いいたします。  

なお、本日付けで消防庁予防課長から各都道府県消防防災主管部長、東京消  

防庁・各指定都市消防長あてに、「社会福祉施設等に係る防火対策の更なる徹  

底について」の通知（別添）が発出されておりますので、貴部局におかれては、  

消防庁主管部局と連携をとりつつ、認知症高齢者グループホームにおける防火  

対策の更なる徹底が図られますようお願いいたします。   



別添  

消防予第13 0号  

平成22年3月13日  

各都道府県消防防災主管部長 殿  

東京消防庁・各指定都市消防長 殿  

消防庁予防課長  

（公 印 省 略）  

社会福祉施設等に係る防火対策の更なる徹底について   

本日未明に発生した北海道札幌市の認知症高齢者グループホームの火災（別紙］＿参照）  

において死者7人、負倍音2人の人的被害が発生しました。   

平成18年1月の長崎螺大村市認知症高齢者グループホーム火災を踏まえ、社会福祉施  

設等について消防法令の改正を含めた防火対策の強化を図っている中で、昨年3月の群馬  

県渋川市未届有料老人ホーム火災に続いて、多数の人的被害を伴う火災が発生したことは  

誠に遺憾です。   

当庁においては、火災発生後直ちに職員を現地に派遣し、関係機関とも協力の上、火災  

原因調査を行っているところです。   

今後、類似の火災の発生を防止するために、認知症高齢者グループホーム等の利用者の  

入所を伴う社会福祉施設肇に対し、特に下記の事項に留意の上、防火安全対策の更なる徹  

底を図られますようお佃いします。   

各都道府爪消防防災主管部長にあっては、片都道府児内の市町村に対してその旨周知す  

るようお願いします。   

なお、本通知は、消防組織法第37条の規定に基づく助言として発出するものであるこ  

とを申し添えます。  

記  

1 消防法施行令改正に係る指導   

消防法施行令別表第一（6）項ロに掲げる防火対象物にあっては、平成21年4月1   

日から防火管理者の選任、消防用設備等の設置に係る基準が強化されていることを踏ま   

え、経過措置期間中のものにあっても消防用設備等の早期の設置を促進すること。  

2 消防法令達反等の是正の徹底   

消防法令違反等の防火安全上の不備事項がある施設等に対しては、重点的に改善指導   

を図るとともに、違反処理基準に基づき早急に所要の措糧を講ずること。   



3 夜間における応急体制の確保  

火災時において従業者による避難誘導、通報等が確実になされる体制の確保及び特に   

自力避難困難な者が入所している施設等においてその入所者の人数に応じて適切に避   

難誘導を行うことができる体制の確保を図る観点から、夜間を想定し施設の実情を踏ま  

えた避難訓練の実施を図ること。この場合において、特に′ト規模社会福祉施設等にあっ   

ては、全国消防長会がとりまとめた「ノJ、規模社会福祉施設等における避難訓練等指導マ   

ニュアル」・（平成21年10月27日付け全消発第338号）を参考とすることが有効   

であると考えられること。  

4 火災予防対策の推進  

以下の点に留意し、出火防止、避難管埋の徹底等の火災予防対策の推進を図ること。  

（1）喫煙等の火気管理の徹底を図ること。  

（2）暖房機器や厨房機器等の火気使用設備・器具の管理の徹底を図るとともに、過熱防   

止装置などの出火防止機能に優れた機器等の使用の推進を図ること。  

（3）階段、通路などの避雄経路及び防火戸・防火区画の管理の徹底を図ること。  

（4）寝具・布張り家具（ソファー等）に防炎性能（これに相当する着火防止性碓を含む。）   

を有する製品の使用の推進を図ること。  

担当  

消防庁予防課設備係  塩谷、浅海  

消防庁予防㌍企画胡坐係 村井、篠木  

竜話：D3－5253－7523   

FAX：03－52 53－7533   



札幌市グループホーム火災概要（第6報）  

消  防  庁  

平成22年3月13日  

13時0 0分現在  

l 発生日時等   

発生時刻：平成22年3月13日調査中   

先知時刻：平成22年3月13日2時25分   

鎮圧時刻：平成22年3月13日4時04分   

鎮火時刻二平成22年3月13日6時03分  

2 発生場所  

住  所：札幌市北区屯田4条2丁目6番4号   

組物名称：グループホームみらいとんでん  

用  途：令別表第一（6）項ロ（認知症高齢者グループホーム）  

3 建物概要  

柄  造：木造  

階  数：2階建て   

延べ両税：248．43n盲  

4 死傷者等   

（1）人的被害  

死者  7名（男性3名、女性4名、すべて入所者）※1階で5名、2階で2名．発見。  

負傷者 2名（重症：女性1名（従業員）、幡症：女性1名（入所者））  

（2）建物被害   

出火建物：全焼、焼損床面租約227汀デ   

延焼祉物：部分焼1棟（西隣－－一般住宅）、焼損表面積約24汀f（外壁）  

5 火災原因等   

調査中  

6 消防用設備等の設置状況   

設置されていた消防用設備等：消火器具働   

※自動火災報知設備、消防機関へ通報する火災報知設仰については、平成21年4月1   



日嘩行の改正基準卵79号＝こより設置対象となっているが、既存   

施設に係る経過措置期間中（平成24年3月31日まで）であり、未設置となってい革  

もの。  

7 防火管理の状況   

防火管理者：選任済み、消防計画：未届け  

8 最新立入検査   

平成21年5月18日実施  

（指摘事項）  

防火管理者 未選任（→平成21年5月22日届出済み）   

灘未届け  

▼問未報告   

9 消防庁の対応  

3月13日（土）  

3時42分：札幌市消防局から第1報受領  

消防庁第一次応急体制  

4時24分：札幌市消防局から第2報受領  

6時14分：札幌市消防局から第3報受領  

6時54分：札幌市消防局から第4軸受領  

8時59分：札幌市消防局から第5報受領  

9時30分：消防法第35粂の3の2の規定に基づき消防庁長官の火災原因調査  

を発動し、消防庁職員5名を現地派遣  

11時58分：札嘩帯6報受領   



ひと、＜らしノ、みらいのために  

厚生労働省  
軌廟γか煽柚斗嶽㍍姉用棚融  Press Re）ease  

平成′22年3月14日   

照会先  

老健局高齢者支援課  

認知症・虐待防止対策推進室  

室  長 千葉 登志雄  

室長補佐 田仲 教泰  

電話＿：03－5253－1111（内線3868、3869）  

FAX：03－3595－3670  

報道関係者各位  

札幌市の認知症高齢者グループホーム火災について   

平成22年3月13日未明の北海道札幌市の認知症高齢者グループホームにおける火災   

について、別添のとおり、各都道府県・指定都市・中核市介護保険主管部（局）長宛てに「認  

知症高齢者グループホームにおける防火安全体制等の整備について」を発出致しましたの  

でお知らせ致します。   





老推発0314第1号  

平成22年3月14日  

都道府県  

各 指定都市 介護保険主管部（局）長 御中  

中核市  

厚生労働省老健局高齢者支援課  

認知症・虐待防止対策推進室長  

認知症高齢者グループホームにおける防火安全体制等の点検について   

去る3月13日未明、北海道札幌市の認知症高齢者グループホームにおける火災の発生  

により7名の入居者が死亡するという痛ましい事故が発生しました。   

このような痛ましい火災の発生を未然に防止するため、「指定地域密着型サービスの事  

業の人員、設備及び運営に関する基準」（以下「指定基準」という。）に定める非常災害  

対策に係る各項目の実施状況等について、市町村は、管内認知症高齢者グループホームに  

対する指導・ 助言を行うとともに、併せて、認知症高齢者グループホームにおいて下記に  

留意の上点検が行われるよう周知をお願いします。   

各都道府県におかれては、管内市町村に対しその旨周知するようお願いします－。  

記  

1．非常災害対策の適切な実施   

指定基準夢57条（第108条で準用）に定める非常災害対策について、本条に定め   

る事項の実施状況について点検を行うこと。   

点検の結果、適切な対応が取られていない場合には、速やかな対応を講じること。   

【点検をお願いしたい項目】  

① 非常災害に関する具体的計画の策定状況  

② ■非常災害時の関係機関への通報及び連携体制の構築状況  

③ ①及び②の事項の定期的な従業者に対する周知状況  

④，定期的な避難訓練の実施状況  

1 1 



（参考）  

・基準第57条（第108条で準用） ，  

指定認知症対応型共同生活介讃事業者は、狸帯卿   

害時の関係機関への通報及び嘩携脚  

もに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。  

2・消防法その他の法令等に規定された設備の確実な設置   

指定基準第93条第2項に定める消火設備について、本条に定める設備の設置状況に   

ついて点検を行うこと。   

平成21年4月施行の消防法施行令により新たに萄務付けられたスプリンクラー、自   

動火災報知設備及び消防機関へ通報する火災報知設備等の消火設備の設置については平  

成24年3月まで猶予が設けられているが、これらの設備の設置により、今回のような  

火災に対し岬定の効果が期待できることから、速やかな設置を進めること。   

【点検をお願いしたい項目】  

（か 消防法その他の法令等に規定された設備の設置状況  

（参考）  

・第93条第2項  

共IJJ生活住居は、その入居定員を5人以上9人以下とし、居室、居間、食堂、台所、浴   
室、岬設備その他利用者が「1常生活を営む上で必   

要な設備を設けるものとする。  

3．地域との連携   

指定基準85条（第108条で準用）において利用者、市町村職員、地域住民等によ  

り構成される「運営推進会議」の設置を義務付けているところであるが、この中で、非   

常災害対策をテーマとした会議を開催し、これについて地域の消防機関や消防団等との   

協議を行う等により、非常災害に関する具体的計画や非常災害時の関係機関への通報及  

び連携体制がより効果的なものとなるよう点検を行うこと。   

なお、策定された非常災害に関する具体的計画等をより効果的なものとするためには、   

日頃より近隣住民等地域との連携を図ることが極めて重要であり、運営推進会議におけ   

る地域住民との意見交換の他、避難訓練への地域住民の参加や非常時における協力者の  

確保等、認知症高齢者グループホームと地域との関わりを強める取組みに努めること。   

【運営推進会議において点検をお願いしたい項臼】  

非常災害対策をテーマとした会議の開催   

（具体的なテー）  

（D 非常災害に関する具体的計画の策定及びその運用に関すること  

（∋ 非常災害時の関係機関への通報及び連携体制の構築に関すること  

③ 定期的な避難訓練の実施に関すること  

④ 地域における協力者の確保に関すること   



消防予第13 0号  

平成22年3月13日  

各都道府県消防防災主管部長 殿  

東京消防庁・各指定都市消防長 殿  

消防庁予防課長  

（公 印 省 略）  

社会福祉施設等に係る防火対策の更なる徹底について   

本日未明に発生した北海道札幌市の認知症高齢者グループホームの火災（別紙1参照）  

において死者7人、負傷者2人の人的被害が発生しました。   

平成18年1月の長崎県大村市認知症高齢者グループホーム火災を踏まえ、 

設等について消防法令の改正を含めた防火対策の強化を図っている中で、昨年3月の群馬  

県渋川市未届有料老人ホーム火災に続いて∴多数の人的被害を伴う火災が発生したことは  

誠に遺憾です。   

当庁においては、火災発生後直ちに職員を現地に派遣し、関係機関とも協力の上、火災  

原因調査を行っているところです。   

今後、類似の火災の発生を防止するために、、認知症高齢者グループホーム等の利用者の  

入所を伴う社会福祉施設等に対し、特に下記の事項に留意の上、防火安全対策の更なる徹  

底を図られますようお願いします。   

各都道府県消防防災主管部長にあっては、貴都道府県内の市町村に対してその旨周知す  

るようお願いします。   

なお、本通知は、消防組織法第37条の規定に基づく助言として発出するものであるこ  

とを申し添えます。  

記  

1 消防法施行令改正に係る指導   

消防法施行令別表第一（6）項ロに掲げる防火対象物にあっては、平成21年4月1   

日から防火管理者の選任、消防用設備等の設置に係る基準が強化されていることを踏ま   

え、経過措置期間中のものにあっても消防用設備等の早期の設置を促進すること。  

2 消防法令違反等の是正の徹底   

消防法令違反等の防火安全上の不慮事項がある施設等に対しては、重点的に改善指導  

を図るとともに、違反処理基準に基づき早急に所要の措置を講ずること。   



3 夜間における応急体制の確保   

火災時において従業者による避難誘導、通報等が確実になされる体制の確保及び特に   

自力避難困難な者が入所している施設等においてその入所者の人数に応じて適切に避   

難誘導を行うことができる体制の確保を図る観点から、夜間を想定し施設の実情を踏ま   

えた避難訓練の実施を図ること。この場合において、特に小規模社会福祉施設等にあっ   

ては、全国消防長会がとりまとめた「′J、規模社会福祉施設等における避難訓練等指導マ   

ニュアル」（平成21年10月27日付け全消発第338号）を参考とすることが有効   

であると考えられること。  

4 火災予防対策の推進  

以下の点に留意し、出火防止、避難管理の徹底等の火災予防対策の推進を図ること。  

（1）喫煙等の火気管理の徹底を図ること。  

（2）暖房機器や厨房機器等の火気使用設備・器具の管理の徹底を図るとともに、過熱防   

止装置などの出火防止機能に優れた機器等の使用の推進を図ること。  

（3）階段、通路などの避難経路及び防火戸・防火区画の管理の徹底を図ること。  

（4）寝具・布張り家具（ソファー等）に防炎性能（これに相当する着火防止性能を含む。）   

を有する製品の使用の推進を図ること。  

担当  

消防庁予防課設備係  塩谷、浅海  

消防庁予防課企画調整係 村井、篠木  

ん電話‥03－5253－7523  

FAX：03－5253－7533   



札幌市グループホ」ム火災概要（第6報）  

消  防  庁  

平成22年3月13日  

13時0 

1 発生日時等   

発生時刻：平成22年3月13日調査中   

覚知時刻：平成22年3月13日2時2声分   

鎮圧時刻：平成22年3月13日4時q4分   

鎮火時刻：平成・22年3月13日6時03分  

2 発生場所   

住  所：札幌市北区屯田4条2丁目6番4号  

グノレニプホ⊥ムみらいとんでん  建物名称：  

用  途：令別表第一（6）項ロ（認知症高齢者グループホーム）  

3 建物概要  

構  造：木造   

階  数：2階建て   

延べ面積：248．43Ⅰゼ  

4 死傷者等   

（1）人的被害  

死者 ′ 7名  （男性3名、女性4名、すべて入所料※1階で5名、2階で2名発見。  
負傷者 2名（重症：女性1名・（従業員）、軽症：女性1名（入所者））  

（2）建物被害   

出火建物：全焼、焼損床面積約227Ⅰ正   

延焼建物：部分焼1棟（西隣一般住宅）、焼損表面積約24Id（外壁）  

5 火災原因等  

調査中  

6∴消防用設備等の設置状況   

設置さ冊誘導虹   

堂旦塾公選並塾選盛⊥姐鮎ご日量⊥望蛙旦⊥生A旦＿l  
′   



卿となっているが、既存  

施設に係る経過措置期間中（平成24年3月31日まで）であり、未設置となっていた  

7 防火管理の状況   

防火管理者：選任済み、消防計画：未届け  

8 最新立入検査   

平成21年5月18日実施  

廼囁事項）  

防火管理者 未選任（→平成21年5月22日届出済み）  

消防計画 未届け  

消防用設備等の点検報告 未報告  

9 消防庁の対応  

3月13日（土）  

3時42分：札幌市消防局から第1報受領  

消防庁第「次応急体制  

4時24分：札幌市消防局から第2報受領  

6時14分：札幌市消防局から第3報受領  

6時54分：札幌市消防局から第4報受領  

8時59分：札幌市消防局から第5報受領  

9時30分：消防法第35条の3の2の規定に基づき消防庁長官の火災原因調査  

を発動し、消防庁職員5名を現地派遣  

11時58分：札幌市消防局から第6報受領   



スプリンクラー設備の実験の模様   




